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Ａ．研究目的 
我が国では、脳死移植、生体移植とも技

術的には世界的レベルで医療として確立し

てきた。しかし、ドナーを見いだせないた

めに国内で移植の実施が困難あるいは不可

能であるという理由で海外に渡航して移植

を受けている患者は、近年種々の理由から

これまでの状況を異にしていると考えられ

ている。そのような状況変化の中、ここ数

年来、移植関係者から「海外での移植患者

の予後が不良であることを指摘するケース

レポート」があったことなどを受け、厚生

労働省と日本移植学会が協力して渡航移植

者の実情を調べる必要性が出てきた。当事

者のプライバシーに配慮し、可能な限りの 

 

実態を調査する必要が急務となった。 

本研究は、移植専門家が現在把握してい

る「既存渡航移植者の実態」を調査し、わ

が国の移植医療をより適正にするための基

礎資料集めを行うことを目的とした。移植

臓器により、生体ドナー対応が可能な場合

とそうでない移植の場合があることより、

それぞれの移植臓器を扱う専門家を各臓器

の分担者として情報収集に努めた。 

 
Ｂ．研究方法 
海外渡航移植の実態を、平成１８年１か

ら３月までに臓器別の移植専門家（心臓－

小児循環器疾患研究会、肝臓－日本肝移植

研究会、腎臓－日本臨床腎移植学会）への

アンケートで行った。 

心臓移植の調査は国内心臓移植施設 7施

設を含む 17 施設にアンケート調査を行い、

移植日、移植時年齢、原疾患、渡航国、移 

 

植施設、生存・死亡、死亡例では死因・死

亡日を調査した。 

肝移植及び腎移植のアンケートは、施設

から個人情報が出ない形式で簡単な 5項目

の質問とし、郵送または FAX にて回答を得

た。回収率を上げるため、電話等によるヒ

研究要旨 我が国の渡航移植の現状を把握し、今後の移植医療の改善のため臓器移植の

専門集団として可能なかぎりの情報収集を行った。心臓移植においては、関連する国内

17 施設、肝移植は、日本肝移植研究会施設会員（123 施設）、腎移植は、日本臨床腎移
植学会による登録施設（154施設）を対象にアンケートならびに電話等の問い合わせで、
平成 18 年 1 月から 3 月まで行われた。心移植は、法制定後も小児のみならず成人も渡
航移植者が増加していた。心臓移植の渡航先としては、アメリカ合衆国が中心で、紹介

者は明確であり、予後も判明していた。肝移植または腎移植について、現在外来通院し

ている患者のうち、渡航移植者はそれぞれ 2982名中 221名（7.4%）または 8297名中
198名（2.4%）であった。渡航先は、肝臓移植はオーストラリア（20施設。術後我が国
における通院施設数。以下同じ。）、アメリカ合衆国（19施設）、中国（14施設）が、腎
臓移植は中国（48施設）、フィリピン（20施設）、アメリカ合衆国（18施設）が多かっ
た。肝、腎では斡旋・紹介の有無の回答が得られないものも多く、予後も本調査では不

明であった。これまでの同様の調査と比較し、渡航移植者は増加傾向が強まっている可

能性があった。 
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アリングを追加した。肝移植の調査は、日

本肝移植研究会施設会員（123 施設）に質

問調査を行った。質問項目は、現在の肝移

植患者通院数、渡航移植通院患者数、渡航

先・移植施設、斡旋・紹介の有無について

調査した。腎移植の調査は、平成 17 年度に

日本臨床腎移植学会が行った腎移植集計に

登録された腎移植施設（154 施設）を対象

とし肝移植と同様の質問調査を行った。 

 また、収集したこれらのデータを現在収

集可能な世界情報をもとに社会医学的考察

を加えた。さらに、移植者支援団体の代表

者、渡航者移植者を診る移植医等から当事

者となった者のﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰの保護をしながら

ヒアリングを行った。同時に他の国におけ

る移植法についての情報、国際移植学会倫

理委員会などの国際的な観点からの情報を

収集しこれらを合わせ考察を加えた。 

 

Ｃ．研究結果  

心臓移植の調査では、1984 年から 2005

年末までに 103 例が海外渡航心臓移植を受

けた事が判明した。男性が 64 例、女性が

39 例であり、移植時年齢は、10 才未満が

32 例、10－17 歳が 22 例、18 歳以上が 49

例であった。法制定までは、1995 年に 9例

施行された以外は年間 1－4 例であったの

が、法制定後施行数は増加し、2000 年以降

は毎年 7 例以上となっていた。特に 2005

年は 15 例の海外渡航心臓移植が施行され

た。渡航先は米国 85 例、ドイツ 9例、英国

7 例、カナダ 1 例、フランス 1 例で、法制

定後はイギリス、フランスでの受入はなか

った。斡旋・紹介は全例明確であった。渡

航移植後の成績は良好であるが、渡航後待

機中に死亡している例が 11 例あることが

判明した。 

 肝臓移植の調査の結果は、120 施設

〔97.6％〕から回答を得た。83 施設におい

て 2982 名の肝移植患者が外来通院し、うち

43施設において221名が海外で肝移植を受

けていた。渡航先は１２カ国にわたり、オ

ーストラリア（20 施設）、アメリカ合衆国

（19 施設）、中国（14 施設）がもっとも多

かった。国別の渡航人数については、患者

の倫理的面等により返答が得られなかった

ものが、6 施設（120 名）あった。渡航人

数が判明しているものは、101 名（101／
221×100=45.7%）で、米国 42名、オース
トラリア 14名、中国 14名、イギリス 4名、
ドイツ 3名、スウェーデン 3名、韓国 2名、
ベルギー2名、コロンビア 1名であった。
斡旋紹介に関しては、回答が得られないも

のがあった。 

 腎臓移植の調査の結果は、138 施設

〔90.0％〕から回答があった。136 施設に

おいて 8297 名の腎移植患者が外来通院し、

うち 63施設において198名が海外で腎移

植を受けていた。渡航先は 9カ国にわたり、

中国（48 施設）、フィリピン（20 施設）、ア

メリカ合衆国（18 施設）がもっとも多かっ

た。把握されている渡航国としては、中国

106名、フィリピン 30名、米国 27名、韓
国 11 名、タイ 2 名、フランス 1 名、パキ
スタン 1名、インド 1名、ペルー1名、詳
細不明 18 名（合計 198 名）であった。斡
旋・紹介に関しては、回答が得られない例

があった。 

 

Ｄ．考察 

渡航移植が発生する原因は、１）国内に

置ける提供者の絶対的不足による移植不可、

又は待機時間の延長、２）小児移植が不可

能な臓器に置ける法的問題、３）インター

ネットを中心とした、新たな情報源の発展

による、専門医が必ずしも介在しない患者、

家族自らの自発的な国際的コミュニケーシ

ョンの普及等が上げられる。 

海外渡航移植の当事者の心情は、移植す

る臓器により状況は異なると考えられる。

心臓移植を必要とする小児においては、国

内では小児ドナーからの移植が法律で認め

られていないために、巨額の医療費と渡航

費用を募金活動に頼りながら渡航移植実現

にこぎ着けている。また肝臓移植では、移

植以外に根治的な治療法がなく緊急の移植

を必要としながら血縁者内に適切なドナー

を見いだせない場合などでは、必死の思い

で海外に移植の機会を求める現状がうかが

われる。さらに比較的待機期間が長い腎臓

移植においても、長期間の透析治療に耐え

かね、海外での腎移植を選択するケースが

増えていると思われる。一方、情報化社会

の中で誰でも容易にインターネット等を通
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じて海外の医療情報を入手できるようにな

り、不正確な情報を頼りに渡航移植に踏み

切っているケースも少なくないのではない

かと指摘されている。 

今回の調査は、限られた期間内で、当時

者となった者へのﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰに最大限配慮す

るため、肝、腎については、移植専門医が

現在通院して診ている患者数や渡航先など

の単純なアンケートによる実数把握に留ま

った。心移植の場合、移植法執行前から移

植関係の医師が相手国への紹介者となって

おり、その実態把握は容易であった。その

際、本調査で指摘された重要な点は、１９

９９年の脳死心臓移植開始後も、渡航者数

に歯止めがかからず、特に成人例が増えて

いる点であった。しかし、アメリカ合衆国

等への渡航後待機中に死亡する例があり、

相手国のドナー不足も深刻化していること

がうかがわれる。 

一方、我が国において生体ドナーを用い

た移植が盛んに行われるようになった肝臓

移植において、ごく最近になり成人での渡

航移植の数が増えていることが重要な点で

ある。この点について肝移植では、世界的

に見ても生体移植数が脳死移植数を超える

傾向にある。しかし、脳死ドナーが高い頻

度にあるフランスにおいても、生体移植の

あり方は単純に‘規制緩和‘と考える向き

ではない。法的に生体移植を認め、適応な

ど公的第三者機関で判断されることを織り

込んでいる。一方、ヨーロッパ等の移植先

進国とされる欧米諸国においても、アジア

諸国へドナーを求めるケースが増加傾向に

あることが新たな倫理問題として指摘され

ている。アジアの他国への渡航移植例とし

て韓国の学会報告があるが、我々の本調査

同様その実態を正確に反映していない可能

性が残る。 

腎臓移植については、特にアジアの他の

国への渡航が強まっていることが指摘され

た。それを示す同様のアンケートが、２０

０４年にも行われている（日本移植学会；

回収率５７．９％）。回収率が異なるため

単純に比較できないが、２００４年の調査

時は、渡航移植を受けた腎移植患者は、３

４施設で１０７名であった。 

 

渡航移植の問題点としては、１）自国法

で移植不可能な患者の渡航移植に対する国

際的批判、２）日本国民の生存権に対する

国家や学会としての在り方、３）自発的に

渡航移植した患者に対しての、術後の健康

維持に対する専門医による診察の担保、４）

自発的渡航移植による安全性、適応などが

把握できないケースが発生する可能性、等

が上げられる。また、国際的にも先進国で

さえ、深刻なドナー不足により、生体間移

植が増加し、ＷＨＯが警鐘を鳴らしている。

また、我が国の現在の「臓器移植に関する

法律」下では、国内で心臓移植を受けるこ

とのできる患者でも、医学的緊急度が 1で

あり、現在 2年近く待機しなければならな

い。そのために、本研究の結果から判るよ

うに、法的に施行不可能な体の小さな小児

例だけでなく、体の大きな小児や、さらに

は成人が海外渡航心臓移植を受けている。 

心臓移植の場合には、本調査では、患者を

診ていた主治医が欧米の移植施設に直接紹

介し、十分な管理を受けながら海外に渡航し、

世界有数の心臓移植施設で移植を受けてい

る事がわかった。しかし、心移植の場合も専

門医を介さない渡航移植の存在を危惧する

情報もある。報告のあった心臓移植後も綿密

な管理が海外滞在中並びに帰国後受け、本人

並びに家族が厳重な自己管理をしていたこ

とが、成績の良好な原因と考えられた。しか

し、法施行後平成 17 年末までに海外渡航移

植を希望し、医療施設で検討された小児例は

72 例にのぼり、38 例が移植に至ったが、11

例が渡航準備中に、11 例が渡航後待機中に死

亡している。 

一方、肝移植、腎移植では、紹介がなく、

かなりの数が渡航移植を受けた後に、外来受

診をしている例が多数あった。人道的な面か

ら診療しないことはできず、学会員の中でも

苦慮している例がみられた。それらの例は、

肝移植では成人例の増加、腎移植ではアジア

諸国への増加が危惧される。 

 

Ｅ．結論 

今回の調査は短期間ではあったが、学会

員を対象とした渡航移植の実態調査が行わ

れ、ある程度実情を把握するための基礎デ

ータが集積された。 

心臓移植について、海外渡航移植後の成

績は良好であるが、症例数は小児に限らず
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漸増しており、国内で心臓移植を受けられ

る機会を増加させる試みが必要である。心

臓移植以外についても、我が国においては、

生体移植成功率が高い医療水準にあるが、

国内の脳死移植の体制が不十分なために多

額の医療費と生命のリスクをかけて他国民

からの臓器提供を求めて渡航する現状を、

速やかに改善しなければならない。また、

肝や腎移植の一部でみられる不透明な状況

は、当事者が入手している医療情報の担保

ができない。これらの不十分な情報を改善

するためには、学術的交流を続ける必要が

ある。 
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ーアイバンク関係の立場からー. 

2) 第 59 回日本臨床眼科学会.札幌

市,2005/10/8-10. 

篠崎尚史.アイバンクの発展を目指して

－アメリカアイバンクの現状と課題. 

3) 第 4 回日本組織移植学会、大阪市、

2005/8/27. 

1.篠崎尚史.病院開発におかれる最終目

標. 

2.浅水健志、篠崎尚史、臓器提供意思確

認のための Routine Referral System

（RRS）導入報告. 

4) 第 41 回日本移植学会、新潟市、

2005/10/28-30. 

浅水健志、篠崎尚史、臓器提供意思確

認のための Routine Referral System

（RRS）導入報告. 

5) 第 11 回日本臨床死生学会、第 30 回日本

自殺予防学会、東京、2005/11/26-27. 

浅水健志、篠崎尚史、安達富美子、グリ

ーフケアとなり得る臓器提供の行為－

ドナー家族の声から. 

6) 第 41 回日本移植学会総会シンポジウム. 

新潟.2005/10/29-30. 

篠崎尚史.ドナーコーディネーターとレ

シピエントコーディネーターの役 割.  

7) World Cornea Congress, Washington, 

D.C., U.S.A., 2005/4/13-15.

 Shinozaki N. Cultural and 

Political Barriers to Corneal 

Donation Worldwide. 

8) 1st World Day for Organ Donation and 

Transplantation, Geneva, Switzerland, 

2005/10/14. Shinozaki N. Economical 

aspects of organ donation and 

transplantation. 

9) Naoshi Shinozaki.  Corneal 
Transplantation and Human Tissue. 

Circulation of Human Body part: Local, 

National and Beyond. Tokyo. November 

5, 2005. 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（特別研究事業） 

分担研究報告書 

 
渡航移植の実態把握及びリスク解析について（心臓） 

 
分担研究者 福嶌 教偉 大阪大学医学部附属病院 移植医療部 副部長  

 

Ａ．研究目的 

1997年に「臓器移植に関する法律」が施行

され、1999年に脳死心臓移植が再開されたが、

2006年3月末までに33例の心臓移植が施行され

たに過ぎない。我が国では法律上、15才未満の

小児からの心臓提供ができないので、体の小さ

な小児は事実上心臓移植を受けることができ

ず、海外渡航に一縷の望みを託し、多大な募金

を集めて渡航しているのが現状である。また、

日本でも心臓移植を受けることが可能な、体の

大きな小児や、さらには成人も待機期間が極め

て長いために、待ちきれず海外渡航移植の道を

選ぶ患者も多い。本研究の目的は、2005年12月

末までに海外渡航心臓移植を受けた患者の実

態調査を行い、症例数の推移と共にその予後を

調査することである。 

Ｂ．研究方法 

これまで海外渡航心臓移植に関わってきた

計 17施設（国内心臓移植施設 7施設を含む） 

 

にアンケート調査を行い、移植日、移植時年齢、

原疾患、渡航国、移植施設、生存・死亡、死亡

例では死因・死亡日を調査した。 

（倫理面での配慮） 

本研究では、患者の状況について質問票にて

調査することがある。その場合には「個人情報

保護法」関連法令を遵守するとともに、「疫学

研究に関する倫理指針」等の必要な指針等に基

づき、研究を遂行した。 
Ｃ．研究結果 

1984年から 2005年末までに 103例が海外渡

航心臓移植を受けた。男が 64例、女性が 39例。

移植時年齢は、10才未満が 32例、10－17歳が

22 例、18 歳以上が 49 例であった。原疾患は、

拡張型心筋症 76例、拘束型心筋症 14例、拡張

相肥大型心筋症 5例、先天性心疾患 3例、虚血

性心筋症 1例、川崎病 1例、心筋炎後 

心筋症 1 例であった。渡航先は米 85 例、ドイ

ツ 9例、英国 7例、カナダ 1 例、フランス 1

例で、法制定後はイギリス、フランスでの受入

研究要旨 

2005年末までに海外渡航心臓移植を受けた日本人の実態を調査するために、海外渡航心
臓移植に関わってきた計 17施設（国内心臓移植施設 7施設を含む）にアンケート調査を行

った。計 103 例が施行され、移植時年齢は、10才未満が 32例、10－17歳が 22例、18歳

以上が 49例であった。渡航先は米国 85例、ドイツ 9 例、英国 7 例、カナダ 1 例、フラン

ス 1 例であった。18 例の死亡例を認めたが、全体の生存率は 1 年 94.1％、3 年 90.4％、5

年 70.3％、10年 70.3％、15年 70.3％と国際心肺移植統計より良好であった。 
 海外渡航移植後の成績は良好であるが、症例数は小児に限らず漸増しており、国内で心

臓移植を受けられる機会を増加させる試みが必要であると考えられた。 
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はなかった。 

法制定までは、1995 年に 9 例施行された以

外は 1－4 例であったのが、法制定後施行数は

増加し、2000 年以降は毎年 7 例以上となり、

2005年は 15例の海外渡航心臓移植が施行され

た。 

法制定後、国内での心臓移植希望者の登録が

開始されたが、一旦登録した患者の海外渡航心

臓移植も減少せず、26例に昇り、昨年は国内で

7例に対し、海外で 9例が心臓移植を受けた。 

海外渡航心臓移植後の死亡例は 103例中、18

年で、急性期死亡例の死因は急性拒絶が 3 例、

術後多臓器不全が 2例で、遠隔期死亡例の死因

は 移植後冠動脈硬化が 7例、移植後リン

パ球増殖症（PTLD）3例（1例冠動脈硬化症症

例と重複）、心筋炎が 1例、脳血管障害が 1例、

肝不全が 1例、感染症が 1例であった。 

全体の生存率は 1 年 94.1％、3 年 90.4％、5

年 70.3％、10 年 70.3％、15 年 70.3％と国際心

肺移植統計より良好であった。時代を 1995年 6

月で前半・後半に分けると、前半は 1年 92.0％、

3年 88.0％、5年 72.0％、10年 60.0％、後半は

1年 98.7％、3年 94.7％、5年 91.6％、10年 85.0％

で、後半が有意に良好であった。 

Ｄ．考察 

我が国の「臓器移植に関する法律」は非常に

厳格な法律であり、国内で心臓移植を受けるこ

とのできる患者でも、医学的緊急度が1であり、

しかも 2年近く待機しなければならない。その

ために、本研究の結果から判るように、法的に

施行不可能な体の小さな小児例だけでなく、多

くの、体の大きな小児や、さらには成人が海外

渡航心臓移植を受けている。 

心臓移植の場合には、患者を診ていた主治医

が欧米の移植施設に直接紹介し、十分な管理を

受けながら海外に渡航し、世界有数の心臓移植

施設で移植を受け、心臓移植後も綿密な管理が

海外滞在中並びに帰国後受け、本人並びに家族

が厳重な自己管理をしていたことが、成績の良

好な原因と考えられた。 

尚、法施行後平成 17年末までに海外渡航移

植を希望し、医療施設で検討された小児例は 72

例にのぼり、38 例が移植に至ったが、11 例が

渡航準備中に、11例が渡航後待機中に死亡して

おり、必ずしも全員が移植の恩恵に預かってい

ないことも報告されている。 
Ｅ．結論 

海外渡航移植後の成績は良好であるが、症

例数は小児に限らず漸増しており、国内で心

臓移植を受けられる機会を増加させる試み

が必要である。 

 

Ｆ．研究発表 

１． 論文発表 

1) 福嶌教偉、松田 暉：本邦・世界における

小児心臓移植の実態 小児における心臓移

植・肺移植、初版、日本医学館、2003：64-71 

2) 福嶌教偉、澤 芳樹、市川 肇、松宮護郎、

門田 治、小垣滋豊、黒飛俊二、高島成二、

堀 正二、松田 暉．重症心不全を呈する

小児期心筋症に対する治療戦略の検討、日

本小児循環器学会雑誌、2005：21；459-464 

２．学会発表 

特になし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録取得状況（予定

を含む） 

なし 
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図１

2

人口100万人当たりの年間心臓臓器提供者
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図２

3

調査会議 2006.2.21

•国内心臓移植実施施設(7施設)(国内30、渡航44）
国立循環器病センター、大阪大学、東京女子医大、東
北大学、東京大学、埼玉医科大学、九州大学

•海外渡航心臓移植管理施設(10施設)（渡航56）
東京女子医大東医療センター、成育医療センター、北
海道小児保健センター、神戸中央市民病院、岡山大
学、久留米大学、川崎医科大学、神奈川こども病院、
大崎ハートセンター、総合南東北病院

(長野こども病院、成田赤十字病院、福原循環器病院
N=3)
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図３

4

心臓移植 日本と米国の比較

国内 米国

症例数 30 2200/年
原疾患 心筋症 28* 45%

冠動脈疾患 1 45%
先天性心疾患 1 2%

医学的緊急度 1 30 75%
2 0 25%

機械的補助 22(73.3%) 45%
待機期間 status 1 29-1304（650）日 49-76日

機械的補助 20-1251（690）日 49日
*：二次性、サルコイドーシスを含む

(2006.3.8現在）

 

 

 

図４

5

渡航心臓移植（N=103)

男：女 64：39
年齢 <10歳 32 10-17歳 22 >17歳 49
原疾患 DCM 76 RCM 14 dHCM 5

CHD 3 ICM 1 川崎病 2
心筋炎後 1

渡航先 米国 85 ドイツ 9 英国 7
カナダ 1 フランス 1
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図５

6

小児（10歳未満）海外渡航心臓移植実施数の推移
(N=32)
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図６

7

海外渡航心臓移植実施数の推移 (N=103)
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図７

8

NW登録症例の心臓移植実施数の推移 (N=56)
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図８

9
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小児（18歳未満）海外渡航心臓移植の
渡航先の推移 (N=54)
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(1988.1-2005.12.31)
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図９

10

渡航心臓移植 死亡例（N=18)
急性期

急性拒絶 3 術後多臓器不全 2
遠隔期

移植後冠動脈硬化 7 PTLD 3*
心筋炎 1 脳血管障害 1
肝不全 1 感染症 1

*: 移植後冠動脈硬化症と1例重複

 

 

 

図 10

11

心臓移植後の生存率
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図 11

12

渡航心臓移植後の生存率
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厚生労働科学研究費補助金（特別研究事業） 
分担研究報告書 

 
渡航移植の実態把握及びリスク解析について（肝臓） 

 
分担研究者  江川裕人 京都大学大学院臓器移植医療部 

 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的 
海外渡航肝移植の現状を調査し、渡航移植

患者の予後改善を図るとともに、我が国に

おける脳死移植推進の礎とする。 
 
Ｂ．研究方法 
日本肝移植研究会施設会員（123 施設）に
アンケートを送付し、統計処理を行った。 
質問項目は、１）現在の肝移植患者通院数。

２）渡航移植通院患者数。３）渡航先・移

植施設。４）斡旋・紹介について。５）特

記事項の５項目とした。 
 さらに 2003 年韓国で行われた日韓移植
フォーラムで報告のあった「韓国からの中

国への渡航例」についてのデータを供与い

ただき、我々のデータに考察を加えた。 
（倫理面への配慮） 
患者個人が特定可能な質問は回避した。渡

航国別人数に関しては施設の判段に委ねた。 
 
Ｃ．研究結果 
120 施設〔97.6％〕から回答があった。回
収したデータを別紙グラフにまとめた（図

１～６）。 
１）83施設において 2982名の肝移植患者

が外来通院し、うち 43 施設において 221
名が海外で肝移植を受けていた。２）肝移

植患者通院数が多い施設ほど渡航移植症例

を管理している傾向が見られた。通院数

100例以上の 9施設で 136名（63％）が管
理されていた。３）渡航先は１２カ国にわ

たり、オーストラリア、アメリカ、中国へ

渡航した患者を外来で診ている我が国の施

設が多かった。国別の渡航人数については、

患者の倫理的面等により返答が得られなか

ったものが、6 施設（120 名）あった。渡
航人数が判明しているものは、101名（101
／221×100=45.7%）で、米国 42名、オー
ストラリア 14名、中国 14名、イギリス 4
名、ドイツ 3名、スウェーデン 3名、韓国
2 名、ベルギー2 名、コロンビア 1 名であ
った。４）渡航の際、斡旋者・紹介者につ

いて回答のない例が多かった 
Ｄ．考察 

2002 年調査時と回収率（62％）は異な
るものの、渡航移植通院数は 28 施設 169
名から 43 施設 221 名に増加した。帰国後
死亡例については詳細は不明であり、渡航

移植患者の予後向上のためには今後の詳細

な調査が求められる。また、渡航先で術後

研究要旨：アンケートのデータを基に、現在の渡航肝移植通院患者の実態調査

を行った。83施設において 2982名の肝移植患者が外来通院し、うち 43施設
において 221名が海外で肝移植を受けていた。渡航先は豪、合衆国、中国がも
っとも多かった。渡航の際、斡旋者・紹介者について回答のない例が多かった。 
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死亡した症例に関しては全くデータはなく、

調査すら困難である。 
一方、2003年韓国ソウルで開催された日
韓移植フォーラムで「韓国からの中国への

渡航例」が報告された。24 施設 236 例の
渡航移植が報告され、渡航例数はドナー不

足を背景に急峻に増加していると報告され

た。 
ドナー情報が欠如していること、また術

前にドナー状況が不明であることが指摘さ

れた。さらに、肝内結石等の状況のドナー

が使われていると考えられる例や適応のな

いレシピエントに対する移植（転移肝癌や

進行癌）があったことが問題であるとされ

た。そして、今後の課題として、親族から

の生体ドナーを増やす、中国での移植のリ

スクの情報を提供する、国家レベルでドナ

ーキャンペーンをおこなう、心停止ドナー

や境界領域ドナーなどのドナー拡大へ向け

て努力する等が韓国側の改善点として述べ

られた。 
 我が国においては、生体肝移植成功率が

80％を超える医療水準にある日本国民が、
国内の脳死移植の体制が不十分なために多

額の医療費と生命のリスクをかけて他国民

からの臓器提供を求めて渡航する現状を速

やかに改善することは国家の責務である。 
 
Ｆ．研究発表 
  １．論文発表 
  なし 
２．学会発表 
 なし 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
 １．特許取得 なし 
 ２．実用新案登録 なし 
 ３．その他 
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図１

肝移植後通院患者数からみた
施設分類

Ⅰ群：10未満
Ⅱ群：10－99
Ⅲ群：100以上

Ⅰ群, 40,
52%

Ⅱ群, 28,
36%

Ⅲ群, 9, 12%

群：施設数：％

 

 
 

図２

施設分類ごとの渡航移植通院状況
移植後外来患者総数
Ⅰ群：10未満
Ⅱ群：10－99
Ⅲ群：100以上
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渡航移植の実態把握及びリスク解析について（肝臓） 
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図３

施設群ごとの渡航移植通院患者数

Ⅱ群,
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Ⅲ群,
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図４

施設あたり渡航移植通院患者数

1-4名,
34, 79%

5-9名,
5, 12%

10名以
上, 4, 9%

渡航移植患者数：施設数：％
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図５

渡航先ごとの術後通院施設数
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図６

斡旋・紹介の有無
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厚生労働科学研究費補助金（特別研究事業） 
分担研究報告書 

 
渡航移植の実態把握及びリスク解析について（腎臓） 

 
分担研究者  高原史郎 大阪大学大学院医学系研究科先端移植基盤医療学 

 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
海外渡航腎移植の現状を調査し、渡航移植

患者の予後改善を図るとともに、我が国に

おける脳死移植推進の礎とする。 
 
Ｂ．研究方法 
平成 17 年度に日本臨床腎移植学会が行っ
た腎移植集計に登録された腎移植施設を対

象とした。腎移植集計センター登録施設

（154 施設）にアンケートを送付し、統計
処理を行った。 
質問項目は、１）現在の腎移植患者通院数。

２）渡航移植通院患者数。３）渡航先・移

植施設。４）斡旋・紹介について。５）特

記事項。 
（倫理面への配慮） 
患者個人が特定可能な質問は回避した。渡

航国別人数に関しては施設の判段に委ねた。 
 
Ｃ．研究結果 

138施設〔90.0％〕から回答があった。 
１）136 施設において 8297 名の腎移植患
者が外来通院し、うち 63 施設において
198 名が海外で腎移植を受けていた。２）
腎移植患者通院数が多い施設ほど渡航移植

症例を管理している傾向が見られた。通院

数 100 例以上の 22 施設で 94 名（47％）
が管理されていた。３）渡航先は９カ国に

わたり、中国、フィリピン、アメリカ合衆

国に渡航した患者を診ている我が国の施設

が多かった。把握されている渡航国として

は、中国 106 名、フィリピン 30 名、米国
27名、韓国 11名、タイ 2名、フランス 1
名、パキスタン 1名、インド 1名、ペルー
1 名、詳細不明 18 名（合計 198 名）であ
った。４）渡航の際、斡旋者・紹介者につ

いて回答のない例が多かった 
2004 年に日本移植学会が行った調査時と
回収率（57.9％）は異なるため単純に比較
はできないが、2004年調査時の渡航移植通
院数は 34 施設 107 名であった。今回はア
ンケート回収施設率が 90.0%と上昇した
(63施設 198名)。しかしそれ以上に海外渡
航者数が 107名から 198名と、アンケート
回収率以上に渡航移植者数が増加している

ことが判明した。特に中国での移植者数の

増加が顕著であった。帰国後死亡例につい

ては詳細不明である。 
また、渡航先で術後死亡した症例に関して

は今回の調査方法では把握できなかった。 
 
 

研究要旨：アンケートのデーターを基に、現在の渡航腎移植通院患者の実態調

査を行った。136施設において 8297名の腎移植患者が外来通院し、うち 63
施設において 198名が海外で腎移植を受けていた。渡航先は中国、フィリピ
ン、アメリカ合衆国がもっとも多かった。渡航の際、斡旋者・紹介者について

回答のない例が多かった。 
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D.考察 
 今回の調査は平成 17 年度に日本臨床腎
移植学会が行った腎移植集計に登録された

腎移植施設を対象とした。腎移植の場合は、

これらの登録施設以外でも外来診療を行っ

ている可能性がある。つまり今回の調査方

法では補足率に限界があると思われる。 
 
E．研究発表 
  １．論文発表 
  なし 
２．学会発表 
 なし 

F．知的財産権の出願・登録状況 
 １．特許取得 なし 
 ２．実用新案登録 なし 
 ３．その他 
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図１

腎移植後通院患者数からみた
施設分類
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Ⅲ群：100以上Ⅰ群
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図２

施設分類ごとの渡航移植通院状況
移植後外来患者総数
Ⅰ群：10未満
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Ⅲ群：100以上
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図３

施設群ごとの渡航移植通院患者数
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図４

施設あたり渡航移植通院患者数
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図５

渡航先ごとの術後通院施設数
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図６

斡旋の有無
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厚生労働科学研究費補助金（特別研究事業） 

分担研究報告書 

 
渡航移植の実態把握及びリスクの解析について（社会医学） 

 
分担研究者 篠崎 尚史 東京歯科大学市川総合病院角膜センター センター長  

 

研究要旨 

2005 年 10 月に開催された日本移植学会において、渡航移植後患者の死亡率、感染率が高

いことが報告された。ＷＨＯにおいても臓器移植の倫理性・安全性等に関する対策の基本

方針の見直しが行われている。アジア等における渡航移植においても、生体間移植や国境

を越えた臓器売買が倫理問題として議論されている。 

当分担研究では、他の分担研究者らが行う、我が国の臓器毎の渡航移植調査を元に、現在

得られる、海外での臓器移植の状況を把握した。その上で、問題点を整理し社会医学的論

点でまとめたる。 

 

Ａ．研究目的 

我が国の臓器移植の普及については未だ

大きな問題を抱えている。そのような状況

の中で、昨今アジア等への渡航移植が増加

しており、その件数は数千にも及ぶといわ

れているが実態は把握されていない。また、

このような渡航移植には臓器売買を伴って

いることも想定され、ＷＨＯで議論が開始

された、国際問題の解明と新たな基本方針

の制定に向けた国際会議が各地で開催され、

その実態も徐々に明らかになりつつある。

 当分担では他の分担研究者らによる個々

の臓器に置ける渡航移植の基礎調査と、海

外の状況を照らし合わせて、その問題点を

解明し、さらに解決に向けた方策を提言す

る事を目的としている。 

渡航移植については、渡航移植の実態把

握及びリスク解析を行うことは喫緊の課題

であり、このことについて正しく早急に社

会に周知する必要がある。 

本研究において渡航移植の実態把握とリ

スク解析を実施し、危険が予測される医療

から国民を守り、安全かつ適切な移植医療 

の実施に向けた体制の整備への貢献が期待

される。 
また、本研究では、ＷＨＯで進められてい

る新たな倫理感、安全性確保を念頭にした

基本姿勢をグローバルな視点から確立する

上でも、我が国の歩むべき道を明確にする

と同時に、国際社会に置いても国内の見地

を国際社会と共有する事で、国際的ネット

ワーク化などのポジティブな概念を提唱す

る事を目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）渡航移植の実態把握に関する研究 

渡航移植の全体像の把握とともに、患者

の感染率・死亡率等を解析し、安全なドナ

ーから移植されていない可能性について総

合検討を行う。 
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（２）国際的なデータと、今回の調査に密

接に関連している国々のデータを比較検討

して、我が国としての問題点と、国際的な

問題を明確にして、その解決策を提言する。 

本研究で把握した渡航移植の実態とリスク

については、社会に広く周知する必要があ

り、その情報提供の在り方についても検討

を行う。 

（倫理面での配慮） 

本研究では、患者の状況について質問票

にて調査することがある。その場合には「個

人情報保護法」関連法令を遵守するととも

に、「疫学研究に関する倫理指針」等の必

要な指針等に基づき、研究を遂行する。 
 
Ｃ．研究結果 

 平成１７年度は、他の分担研究者らと心

臓、肝臓、腎臓の各臓器について渡航移植

調査を行った。 開始時期が平成 18 年１月

であったため、これらの情報による担当学

会で把握できる患者に対しての、実数把握

と、手術後の診察状況の聞き取り調査を実

施した。その結果、心臓移植に関しては、

全ての渡航移植において、その実情を把握

できているが、腎臓移植は学会員の調査で

も、渡航移植は９カ国で 151 名、術後通院

施設数は中国が 48 施設、フィリピン 20 施

設、米国 18 施設となっており、これらの患

者は国内 63 施設（154 施設中：回収率

90.0％）に受診していた。肝臓では、１２

カ国で 221 名、豪州が 20 施設、米国が 19

施設、中国が 14 施設等で移植が実施され、

国内の 43 施設 （対象 123 施設中：回収率

97.6％ ）に受診している事が確認された。

中国によると、1993 年からの臨床的臓器移

植件数は、2005 年 10 月までで、腎臓移植

59540 例、肝臓移植 6125 例、心臓移植 248

例、肺移植 15 例、膵腎同時移植 115 例、肝

臓・腎臓同時移植 43 例、心肺同時移植 11

例とされ、移植医療機関も 2004 年末で、公

式には、心臓移植施設 56 病院、肝臓移植

166 施設、腎臓移植 348 施設とされている

(ＷＨＯ移植課会議、マニラ、2005 年 10 

月)。これらのデータと渡航移植症例の関連

性については、具体的な情報、並びに情報

の正確性に対するバリデーションが、現時

点では困難であり、更なる情報収集が必要

である。 

 

Ｄ．考察 

 渡航移植が発生する原因は、１）国内に

置ける提供者の絶対的不足による移植不可、

又は待機時間の延長、２）小児移植が不可

能な臓器に置ける法的問題、３）インター

ネットを中心とした、新たな情報源の発展

による、専門医が必ずしも介在しない患者、

家族自らの自発的な国際的コミュニケーシ

ョンの普及等が上げられる。また、特にア

ジア地域に置ける小国や、臓器提供の進展

しない地域に置いては、将来的にも国内で

の自給自足は不可能である場合も多く、こ

れらの国や地域では恒久的に渡航移植が行

われる事が明白である場合もあり、これら

の国々がネットワーク化した場合には、我

が国の臓器移植が進展しない場合に、患者

自ら、或いは、主治医の判断で渡航移植に

踏み切る場合も十分に考えられる。 

 渡航移植の問題点としては、１）自国法

で移植不可能な患者の渡航移植に対する国

際的批判、２）日本国民の生存権に対する

国家や学会としての在り方、３）自発的に

渡航移植した患者に対しての、術後の健康
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維持に対する専門医による診察の担保、 

４）自発的渡航移植による安全性、適応な

どが把握できないケースが発生する可能性、

等が上げられる。また、国際的にも先進国

でさえ、深刻なドナー不足により、生体間

移植が増加し、ＷＨＯが警鐘を鳴らしてい

るが、国際的な生体間移植についての情報

はさらに収集が困難となってきている。 

 

Ｅ．結論 

今回の調査は短時間ではあったが、学会

員を対象とした渡航移植の実態調査が行わ

れ、ある程度の実情把握に向けた基礎デー

タが集積された。また、国際会議などで公

表された海外のデータとの比較が行われた。

しかし、根本的に日本からの渡航移植が行

われる原因には、１）小児移植を中心とし

た、国内法の整備不備による、移植の可能

性の欠如、２）慢性的なドナー不足による、

待機時間の延長、もしくは生存権の排除、

３）海外における特定の国での臓器移植の

急増などが上げられる。渡航移植を受けた

患者に対する我が国の医療体制も不備で、

国家、或いは医療機関同士の契約ベースに

よる渡航移植などの健全なネットワーク化

を行うか、或いは、禁止すると同時に国内

での患者の生存権が担保できるような方策

を早急に立ち上げるなどの具体的対応を行

う事が、国際倫理上からも求められている。 

渡航移植を受けた患者において、国際倫

理、医療倫理上、非難されるべきではなく、

海外にて移植を受けざるを得ない、患者の

ためのルール作り、術後の的確なフォロー

の方法、医学的バリエーションの構築と医

療技術への還元方法等が問題であり、今回

の調査で明らかとなった、心臓などの国際

シェアリングが適切に行われている例と、

一部、移植情報が不明確な状況が共存して

いる中で、全体の適正化に向けた、国際情

報の共有化が必要である事が明確となった。    

また、アジアのリーダーとしての立場か

ら、特に小国の多いアジア地域に置ける医

療や患者生存権の平均化や、各国内整備に

関する法的、医学的問題に対しての貢献も

期待され、この様な貢献から、我が国の水

準も自動的に上昇すると同時に、新たな移

植医療の倫理観の構築による、ネットワー

ク化がはかれるものと提言する。 

ＷＨＯにおいては、渡航移植を臓器ツー

リズム(Organ Tourism)と位置付け、臓器売

買(Organ Trafficking)と区別している。し

かし、ある国では、生体での腎臓提供に対

して、国家が金銭的な Compensation を行

っているケースもあり、この区分にも今後、

国際倫理条の妥当性が示される事になるで

あろう。それからのディスカッションにお

いても、適切な臓器ツーリズムの国際ルー

ル作りに、我が国も積極的に貢献して行く

べきと考える。 

 

Ｆ．研究発表 

２．論文発表 

１）篠崎尚史.欧州における臓器提供の現況

と推進への取組みー日本の臓器提供数増加

に 向 け て ー . 移 植 .Vol.39 No.2. 

145-162.2004. 

２）篠崎尚史.ドナーアクションプログラム.

日 本 臨 床 . 第 63 巻 . 第 11

号.1873-1877.2005. 

３）篠崎尚史.WHO 国際会議報告-Ethics, 

access and safety in tissue and organ 

transplantation: Issues of global 
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concern.移植.第 40 巻 4 号. 東京, エルゼ

ビア・ジャパン, 225-233.2005. 

 

２．学会発表 

１）第 38 回日本臨床腎移植学会－腎移植連

絡協議会.琵琶湖,2005/1/27-28. 

篠崎尚史.臓器移植の増加へのプロセスー

アイバンク関係の立場からー. 

２）第 59 回日本臨床眼科学会.札幌

市,2005/10/8-10. 

篠崎尚史.アイバンクの発展を目指して－ア

メリカアイバンクの現状と課題. 

３）第 4 回日本組織移植学会、大阪市、

2005/8/27. 

1.篠崎尚史.病院開発におかれる最終目標. 

2.浅水健志、篠崎尚史、臓器提供意思確認

のための Routine Referral System（RRS）

導入報告. 

４）第 41 回日本移植学会、新潟市、

2005/10/28-30. 

5.浅水健志、篠崎尚史、臓器提供意思確認

のための Routine Referral System（RRS）

導入報告. 

５）第 11 回日本臨床死生学会、第 30 回日

本自殺予防学会、東京、2005/11/26-27. 

浅水健志、篠崎尚史、安達富美子、グリー

フケアとなり得る臓器提供の行為－ドナー

家族の声から. 

６）第 41 回日本移植学会総会シンポジウム. 

新潟.2005/10/29-30. 

10.篠崎尚史.ドナーコーディネーターとレ

シピエントコーディネーターの役割.  

７）World Cornea Congress, Washington, 

D.C., U.S.A., 2005/4/13-15.

 Shinozaki N. Cultural and 

Political Barriers to Corneal Donation 

Worldwide. 

８）1st World Day for Organ Donation and 

Transplantation, Geneva, Switzerland, 

2005/10/14. Shinozaki N. Economical 

aspects of organ donation and 

transplantation. 

９ ） Naoshi Shinozaki.  Corneal 

Transplantation and Human Tissue. 

Circulation of Human Body part: Local, 

National and Beyond. Tokyo. November 5, 

2005. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録取得状況（予

定を含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案特許 

なし 

３．その他     なし 
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厚生労働科学研究費特別補助金（特別研究事業） 

分担研究報告書 

 
渡航移植調査の背景及び考え方について 

 
分担研究者 長谷川 友紀 東邦大学 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ．目的 
 
渡航移植の背景、調査にあたっての基本

的な考え方を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 文献調査および専門家パネルによる検討

を実施した。 
 
Ｃ．結果 
 
（１）問題背景 
 
１ WHO guiding principleの論理的限界
と新たなルール構築の必要 
 
非血縁者間の臓器移植については WHO 

guiding principle で明らかにされている。
すなわち、①血縁者間の臓器移植を原則と

し、非血縁者においては配偶者など、血縁

者に準じて取扱うことができる場合に限定

すること、②臓器売買の禁止、であり、国

際移植学会、各国の移植学会などでも同様

の考え方が採られている。しかし、移植医

療の一般化にともない、文化的背景の異な

る国においては、必ずしもこの考え方を採

らない状況が明らかになってきた。 
 
① 生体間移植の拡大：genetically related
から emotionally relatedへ 
米国などでは、インターネットなどで臓

器提供者を求め、これに自発的に応じるな

ど、血縁者(genetically related)から、感情
的縁者(emotionally related)間での移植が
一部では一般化するようになってきた。 
 
② 生前の罪を本人死後の社会への

compensation（臓器提供）で償うべき
との考え 
中国などでは、このような考え方が採

られており、臓器提供など社会への償いを

しない場合には、葬式を行うことができな

いなどの状況がある。 

研究要旨 海外渡航移植は、移植医療の一般化、特に異なる文化的背景を有する国におけ

る移植医療が行われるようになり、WHO guiding principleの論理的限界と新たなルール
構築の必要を示すものである。日本では、制度的な問題から移植機会が制限されており、

当面の間、緊急避難として渡航移植は取扱われるべきである。患者の安全をどのように図

り、将来的は異なる文化的背景を有する国を包含するあらたなルール作り、技術その他の

支援の枠組み作りに当たって、日本の役割を明らかにする方向で、調査研究が実施される

ことが望ましい。 
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③ 臓器提供は社会への貢献であり、社会

の fundで補償されるべき 
フィリピンなどでは、社会への貢献は、

社会の資金で報いるべきとの考え方が取ら

れている。 
 
④ 圧倒的な貧富の差 
インドなど貧富の格差が大きな国では、

腎臓１個の提供で 4 人家族が 10 年間生活
できる、あるいは企業資金を得ることが可

能であり、社会的慣習としてこのような犠

牲をむしろ促進する状況がある。 
 
⑤ 先進国の dirtyな部分 
程度の差はあるが、移植用臓器の不足は

先進国共通の問題となっており、移植機会

をもとめて途上国で移植を受けることは、

公式・非公式を問わず一般化している状況

がある。 
 
これらは総体としては西洋的価値観の限

界を示すものであり、放置すればWHOの
論理の破綻につながりかねない。これらを

包含した形での移植医療の国際的ルールを

模索する必要がある。 
 
２ 末期臓器不全患者の生存権の確保 
 
 先進各国において移植用臓器の不足は、

共通かつ深刻な問題となっている。日本に

おいては 1997 年に施行された臓器移植法
が臓器提供に厳格の要件を化しているため

に、特に深刻な状況となっている。 
 ある国において、制度上、文化上種々の

問題があり、移植機会が制限される場合に

は、移植機会を求めて外国を訪れることは

一般に認められる現象である。その場合、 
・末期臓器不全患者の生存権は尊重すべき

であり、外国での移植は、国内体制が不十

分な場合の緊急避難として捕らえるべきで

ある 
・一般に非合法（underground）とみなさ
れるが故に不十分な情報に基づき、危険な

移植を受けざるを得ないことが正当化され

るか？ （旧くは梅毒、最近では AIDSな
ど、患者に対する差別的な待遇、

underground に追い込むことが適切な医
療の発展を阻害した事例は多い） 
・ 専門家集団としての移植学会、移植医

の本来的役割として、国内体制整備と

渡航患者の安全確保のバランスをいか

に確保するか 
 
の観点から、制度上の検討、移植学会の対

応は検討されるべきである。 
 
３ 国際間の整合性と日本の寄与 
 
 移植機会を求めて外国を訪れることは、

その国における自国民の移植機会の奪うこ

とになり、種々の摩擦を生じる可能性があ

る。このような状況を十分に認識しつつ、

以下のついて検討される必要がある。 
 
・ 一定期間、緊急避難として渡航患者を

認めるとするならば、渡航先における

安全な移植医療を確保するために、①

渡航先医療機関についての情報整備

（認定、格付けなどを含む）と患者へ

の提供（斡旋の可能性も検討課題）、②

日本人を多く受け入れている医療機関
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についての技術提供、援助、③その他

の事項（ドナーの自由意志に基づく臓

器提供が当該国で保障されているかな

ど）について検討すべきである。 
・ WHO guiding principleに基づく日本
移植学会の組織決定（京都における国

際移植学会）についても、むしろWHO
に協力して見直しを検討すべきである。 
・ 将来的には、アジア諸国間（さらに拡

大を検討することも可）における、臓

器斡旋のネットワーキング、技術協力

など、さらにそこにおける日本の役割

を検討すべきである。 
 
（２）調査の目的 
 
 日本において渡航移植の調査を実施する

に当たっては、以下を明らかにする調査デ

ザインが必要である。 
 
①渡航移植の実態把握 
・実数、渡航先、経過など 
・安全性など医療的評価、および（必要な

情報など）ニーズ調査：可能であれば 
②専門家集団としてどのようなアクション

につなげるべきかの基礎資料つくり 
 
 

 
Ｄ．考察 と Ｅ．結論 
 
 海外渡航移植は、移植医療の一般化、特

に異なる文化的背景を有する国における移

植医療が行われるようになり、WHO 
guiding principleの論理的限界と新たなル
ール構築の必要を示すものである。日本で

は、制度的な問題から移植機会が制限され

ており、当面の間、緊急避難として渡航移

植は取扱われるべきである。患者の安全を

どのように図り、将来的は異なる文化的背

景を有する国を包含するあらたなルール作

り、技術その他の支援の枠組み作りに当た

って、日本の役割を明らかにする方向で、

調査研究が実施されることが望ましい。 
 
Ｆ．研究発表 
 
なし 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（特別研究事業） 
分担研究報告書 

 
渡航移植者の実情を考えるための資料収集 

分担研究者  小林 英司  自治医科大学 臓器置換研究部 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 
近年、我が国における移植治療技術は、

世界的レベルに達した。自国で移植が治療

技術的に可能となった現在、渡航移植問題

は過去の状況から変化してきていると考え

られる。同時に世界的ドナー不足を起因と

し、複雑な多面的問題を投げかける。多方

面をバランスよく配慮し、移植医療全体の

軌道修正しなければならない。 
過去は、我が国で移植治療ができなく、

やむを得ず渡航して移植治療を受けてきた。

脳死移植法の制定後は、心臓移植も可能と

なったが、体の小さな小児は現在もその対

象外となっている。一方、肝臓移植におい

ては、わが国において生体移植治療が急激

に増加した。まず家族は血縁者でドナー問

題を考え、種々の理由でそれがかなわぬと

き渡航を考えている。腎臓においては、近

年ドナー候補が不在のなか長引く透析治療

に耐えかね、選択するケースが増えている

とされる。これまでも渡航移植者調査は行

われてきたが、状況が急激に変化している

と考えられ、本調査で行われる移植者専門

家集団のアンケートに際し、このように状

況の変化を知るための情報収集が必要があ

ると考えた。 
本研究の分担では、渡航移植の当時者と

なったものについての現状を、移植者団体

や渡航移植者を外来で診察している医師等

を通 
じて得られる情報まとめた。   
さらに国際レベルでの検討のため倫理的

または法的に専門家との討議した資料をま

とめた。 
 
Ｂ．研究方法 
（１）移植者当時者の状況を知るため移植

者団体の代表者から口頭ならびに文書で情

報収集した。移植者支援団体からの情報収

集は、種々の国への渡航としての観点で行

われ、単一の国への渡航問題と扱っていな

いことを前提で行った。 
 
（２）渡航肝移植を受けた患者を診察する

２名の外科医から当事者とのかかわるきっ

かけ等を口頭ならびに文書で情報収集した。

本調査遂行時、中国への渡航移植の問題が

クローズアップされていたため中国への渡

航移植治療を受けた患者を診る医師に限っ

た。他の国への渡航も本来ヒアリングすべ

きであるが、アンケート回収中に最も増加

率の高い国として設定した。 
 
（３）ヨーロッパにおける生体臓器移植法

に精通する研究者から収集可能なデータを

元に討議を行った（平成１８年２月２８日、

研究要旨 種々の移植医療が世界的レベルで可能になった現在のわが国において、渡航

者移植はドナー不足を原因としてきわめて複雑な問題を提起している。本研究の目的は、

時代とともに変化していると思われる渡航移植の実態把握を行い、我が国の移植医療の

改善のための資料収集を行ったものである。しかし、データの把握に際し、付随して生

じる種々の問題への対応のために渡航移植を行った当時者側からの状況を把握する必要

がある。本分担報告は、移植専門化集団のアンケート調査遂行と平行して、当時者のプ

ライバシーに配慮し、できる限り当事者に近いものより匿名でその現状をヒアリングし

たものである。渡航はわが国で移植治療がかなわぬ者が、種々の困難の中で自己決断し

て行われている現実がある。ドナー臓器は世界的に不足しているなか、相手国の状況に

よりドナー選択が異なっていることなどの情報があった。世界的な移植治療の趨勢とし

て、脳死とともに生体移植も適正化のための動きがある。本資料は、渡航移植者問題の

多面性を少しでも反映させ、今後取り組むべき課題を考える際の参考資料としてまとめ

た。 
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東京）。本資料は、活動資料集として別にま

とめた。 
  
（４）世界移植学会 前倫理委員長 Sells氏
より先進諸国からみた渡航移植ついて情報

収集した（平成１８年３月２３日、オック

スフォード、英国）。 
 
Ｃ．研究結果  
(１)移植者を支援するものからは下記のよ
うな意見が聴取された。 
Ａ氏は、米国とわが国の患者団体の活動

力の違いを指摘した。すなわちわが国では

患者団体が社会全般から支援を得られてい

るものの、経済的にも制度的にも移植当時

者に対するサポートが十分なでない点を指

摘した。そして渡航移植患者は、心臓と他

の臓器の移植では全く異なる意識であるこ

と、命の危険を感じている当時者に対し渡

航を思い留まらせることは困難であり、人

道的にも問題があるとの考えであった。そ

のため現実的には渡航に際し持っている情

報を提供せざる得ないことを述べた。さら

に短絡的に倫理のみで規制することが困難

で、仮に強い規制をかければさらに水面下

になってしまい、ひいては患者に不利益を

もたらすのみであろうと述べた。また今回

の調査は移植学会関連だが、移植学会の会

員以外でも外来フォローされている渡航移

植者の存在を無視できない点を指摘した。 
 Ｂ氏は、過去現在に渡りわが国で移植が

できない患者を継続して支援を行ってきた

ことを述べた。そしてわが国での適切な移

植を強く望みつつ活動を行ってきた経緯を

述べた。現在の渡航移植者の心理は移植臓

器による意識が異なることに触れた。すな

わち肝臓であれば、家族の中で生体ドナー

がかなわぬ状況で、生命の危険からやむな

く渡航すること。心臓であれば補助心臓を

付けながら死を待つ状態など緊迫した状況

で渡航しなければならないなど渡航に踏み

切らなければならない切羽詰った状況を支

援する必要があることを述べた。また、そ

の際、経済的問題で状況が異なることを述

べた。すなわち自費で行く場合は、「静かに

行って静かに帰りたい」と気持ちが強い場

合が多いこと。一方、募金を募る場合は募

金活動によりプライバシーを一部オープン

とせねばならないことを悩んだ上、決断し

ている実情を述べた。さらに渡航移植は、

いかなる場合も海外からの臓器を受け取っ

たことに対する感謝の意を強く持っている

ことを指摘した。 
 
（２）中国への渡航移植者を外来で現在診

ている医師には、術後初めて来院する場合

と術前から関与している場合がある。 
Ｃ医師は、成人男性の中国への渡航肝移

植後の患者を初診として治療を開始した。

肝障害を認め、胆管合併症を併発している

ため入院治療を行った。中国での移植につ

いての医療情報がない中、治療を施さなけ

ればならないことを述べた。またいかなる

場合でも医師は人道的立場で治療行うべき

と述べた。 
Ｄ医師は、他の肝移植を行う機関で「適

応ドナーがない」とのことで、自ら受診し

ているケースが多いことを述べた。中国へ

の渡航移植を斡旋しているわけでなく、中

国での移植例のこれまでの存在を説明し、

患者自ら選択していると陳べた。 
 
（３）科学技術文明研究所の橳島次郎主任

研究員によれば、ヨーロッパでは、脳死提

供者からの臓器移植は不足している状況に

ありながら、生体臓器移植には抑制的な法

規制を採っている。一例としてフランスで

は、2004年８月の関連法改正において、同
意表明のみで臓器を提供できるのは実の父

母に限り、例外として二親等以内の血族な

どは、一件毎に国の専門家委員会（地域ご

とに８ヶ所設置）の許可制とした。また同

意は医師に対してではなく、裁判所におい

て公的に表明しなければならない。 
 公的第三者機関による審査はドイツでも

行われており、日本でも参考にできると思

われる。 
 
（４）Sells氏は欧米先進諸国からアジア諸
国への渡航移植の存在が近年増加している

可能性を指摘した。その際、家族内に医学

的ドナー候補がいても患者自ら他にドナー

を求めようとする新しい倫理問題が存在し

ていることに注目していた。またわが国の

脳死移植問題は、宗教、文化など根深いも
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のが存在していると認識していた。さらに

中国の移植情報について、科学的論文報告

がないことから、ドナーの倫理的、医学的

問題、臓器売買に絡む行為などきわめて不

透明な状態であることを述べた。 
 
Ｅ．結語 
渡航移植者の実情を調査する際、当事者

となった者の心情を知ることは、今後取り

組むべき課題を考える際、最も重要である。

本資料は限られた中でのヒアリングをもと

に作成しているため、一部の者の意見であ

る点不十分である。データの正確性や科学

性に乏しい点はいなめないが、我が国の渡

航移植の多面的問題を考える際の一助とな

らんことを願う。 
 
Ｆ．研究発表 

 なし 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 


